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平 成 ３ １ 年 度 飯 能 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 （総 則）  

第１条 平成３１年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （業務の予定量）  

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

⑴ 水 洗 化 戸 数             ２４，９００戸  

 ⑵  年 間 有 収 水 量          ５，８３２，０００㎥  

⑶ １ 日 平 均 有 収 水 量             １５，９７８㎥  

⑷ 主 要 な 建 設 改 良 事 業 

  イ 汚水管きょ整備事業           １６４，９９１千円  

  ロ 雨水管きょ整備事業           ５００，０００千円  

  ハ 管路施設地震対策事業          １２０，０００千円  

  ニ 浄化センター地震対策事業        １１０，３００千円  

 （収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

                       収         入  

 第１款  下 水 道 事 業 収 益        ２，４１０，９５１千円  

  第１項  営 業 収 益       １，１４２，９４６千円  

  第２項  営 業 外 収 益       １，１７２，２９２千円  

  第３項  附 帯 事 業 収 益          ９５，６６９千円  

  第４項  特 別 利 益              ４４千円  
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                       支         出  

 第１款  下 水 道 事 業 費 用        ２，３８５，５１６千円  

  第１項  営 業 費 用       ２，１１１，１７９千円  

  第２項  営 業 外 費 用         １９５，１９８千円  

第３項 附 帯 事 業 費 用          ６１，５１６千円  

  第４項  特 別 損 失           ７，６２３千円  

  第５項  予 備 費          １０，０００千円  

 （資本的収入及び支出）  

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する 額 

５４０，６００千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２３，６４７千円、引継金３５，０００千円、

当年度分損益勘定留保資金４８１，９５３千円で補てんするものとする。）。  

                       収         入  

第１款 資 本 的 収 入        １，１４２，０５７千円  

  第１項  企 業 債         ５８７，２００千円  

第２項 負 担 金 及 び 分 担 金          ４０，１４８千円  

第３項 他 会 計 補 助 金         １４１，２５９千円  

  第４項  国 庫 補 助 金         ３７３，４５０千円  

                       支         出  

 第１款  資 本 的 支 出        １，６８２，６５７千円  

  第１項  建 設 改 良 費       １，０４７，６３８千円  

  第２項  企 業 債 償 還 金         ６３５，０１９千円  

（特例的収入及び支出）  

第４条の２  地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及

び未払金の金額は、それぞれ１９７，５５０千円及び１９７，１００千円である。  
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（企業債）  

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

起 債 の 目 的  限度額  起債の方法  利   率  償 還 の  方  法  

 

公共下水道事業  

千円  

587,200 

 

普 通 貸 借 
又 は 
証 券 発 行 

 

3.0％以内（ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融
機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）  

 

政府資金及び地方公共団体金
融機構資金については、その融
資条件、銀行その他の場合には
その債権者と協定するところ
による。ただし、企業財政の都
合により繰上償還し、又は低利
債に借り換えることができる。 

計  587,200 

 

   

（一時借入金）  

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。  

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

⑴ 営業費用及び営業外費用の間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

 ⑴  職  員 給  与 費             １４８，４５４千円  

 （他会計からの補助金）  

第９条 一般会計からこの会計への補助を受ける金額は、１７４，３４５千円である。  

 （たな卸資産購入限度額）  

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、１，８１５千円と定める。                         


